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（趣旨） 

第１条 この事業は、秩父保健医療圏内の産科医療体制を維持するため、事業者が実

施する、産科医師、看護師及び助産師派遣事業に対して、派遣費用を予算の範囲内

において補助するものである。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、「補助金等の交付手続等に関する規則」（昭和 40 

年埼玉県規則第 15 号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定

めるところによる。 

 

（補助対象事業） 

第２条 補助金の対象となる事業は、「秩父保健医療圏医師等派遣支援事業実施要綱」

（平成３１年４月１日 保健医療部長決裁、以下「実施要綱」という。）に基づく事

業とする。 

 

（補助事業者） 

第３条 補助の対象となる者は、実施要綱の３に掲げる者とする。 

 

（補助額の算定方法） 

第４条 この補助金の交付額は、次の表に定める基準額と対象経費の実支出額とを比

較して少ない方の額を選定し、同表に定める補助率を乗じて得た額とする。ただし、

算出された額に 1,000 円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

 

経費区分 基準額 対象経費 補助率 

 

医 師 

 

300,000 円×雇用月数×雇用人数 

（派遣医師に限る。） 

総額 10,800,000 円以内 

 事業者が派遣元に対して

支払った雇用に要する経費 

１／２ 

150,000 円×派遣回数 

（派遣医師に限る。） 

総額 22,000,000 円以内 

事業者が派遣先に対して

支払った雇用に要する経

費 

看護師 

・ 

助産師 

300,000 円×雇用月数×雇用人数 

（派遣看護師・助産師及び短時間

勤務の看護師・助産師に限る。） 

総額 7,200,000 円以内 

事業者が派遣元に対して支

払った雇用に要する経費 

２ 前項の補助額では事業に支障が生じる場合は、あらかじめ知事と協議すること。 

なお、この場合であっても予算の総額を超えることはできない。 



（補助事業の実施） 

第５条 補助事業者は、実施要綱により、補助事業を実施しなければならない。ただ 

し、実施要綱に反しない範囲において、必要な規程を定めることを妨げない。 

 

（交付の条件） 

第６条 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）事業の内容を変更する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

ただし、各経費区分のいずれか低い額の１５パーセント以内の流用増減を除く。 

（２）事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

（３） 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、

速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

（４）事業に係る関係書類の保存については、事業に係る収入及び支出を明らかにし

た帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び

証拠書類を事業の完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その

承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

（５）事業を行う者が（１）から（４）までにより付した条件に違反した場合には、

この補助金の全部又は一部を県に納付させることがある。 

（６）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税仕

入控除税額が確定した場合には、様式第５号により速やかに知事に報告しなけれ

ばならない。 

（７）補助金の交付と対象経費を重複して、他の補助金等の交付を受けてはならない。 

 

（申請書の様式等） 

第７条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号によるものとし、その提出

期限は、知事が別に定めるものとする。 

 

（記載事項） 

第８条 規則第４条第２項第１号から第４号までに掲げる事項に係る書類の添付は要

しない。 

２ 規則第４条第２項第５号に規定する知事の定める事項は、次のとおりとする。 

（１）当該事業に係る歳入歳出予算書抄本（当該補助事業の支出予定額を備考欄に明記 

  すること。 

（２）その他参考となる資料 

 

（交付決定通知書の様式） 

第９条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

 

（状況報告） 

第 10 条 補助事業者は、知事の要求があったときは、補助事業の遂行状況について、

当該要求に係る事項を書面で知事に報告しなければならない。 

 

 



（実績報告書の様式等） 

第 11 条 規則第 13 条の実績報告書の様式は、様式第３号のとおりとし、その提出期

限は、事業完了後３０日以内又は補助金申請日の属する年度の３月３１日のいずれ

か早い日までとする。 

 

（確定通知書の様式） 

第 12 条 規則第 14 条の確定通知書の様式は、様式第４号のとおりとする。 

 

（補助金の返還） 

第13条 知事は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその金額

を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分につ

いて返還を命ずるものとする。 

 

（暴力団排除措置） 

第14条 知事は、補助事業者が次の各号の一のいずれかに該当する場合は、この要綱

による補助金を交付しないことができる。 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条例（平

成23年埼玉県条例第39号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役

員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を

いう。以下同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴力団員をい

う。以下同じ。）であるとき。  

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。  

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与して

いるとき。 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難さ

れるべき関係を有しているとき。 

（５）補助事業を実施するに当たり、法人等が、第三者と委託契約その他の契約（以

下「委託契約等」という。）を締結する場合に、その相手方が（１）から（４）

までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認めら

れるとき。 

（６）補助事業を実施するに当たり、法人等が、（１）から（４）までのいずれかに

該当する第三者と委託契約等を締結する場合（（５）に該当する場合を除く。）

に、埼玉県が法人等に対して当該委託契約等の解除を求め、法人等がこれに従わ

なかったと認められるとき。 

２ 知事は、交付の決定があった後において、法人等が前項の各号の一のいずれかに

該当することが判明した場合は、この要綱による補助金の交付の決定を取り消すこ

とができる。 

３ 前項の規定により交付の決定を取り消したときは、既に交付した補助金の返還を

命じるものとする。 

 



（その他） 

第15条 この交付要綱に定める補助事業については、第１条第２項にかかわらず、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）

及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成12年厚生省・労働省令第６号）の

適用がある。 

 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要綱は、令和４年８月５日から施行し、令和４年度の補助金から適用する。 


